第５期第２回東京地方労働審議会港湾労働部会　議事録

１　日　時　　平成２３年２月２３日（水）１０：００～１１：００

２　場　所　　東京労働局海岸庁舎　４階大会議室

３　出席者

（１）公益代表委員　　 田付委員、高田委員、鬼丸委員、田村委員
（２）労働者代表委員
都澤委員、小林委員、伊藤委員

（３）使用者代表委員
中山委員、城田委員、秋葉委員、永澤委員

（４）専門委員

関東運輸局東京運輸支局　山尾次長

東京都港湾局港湾経営部経営課　吉岡福利厚生担当係長（代理）
（５）関係機関

財団法人港湾労働安定協会東京支部　荒井支部長

（６）事務局

東京労働局

深井職業安定部長、磯井職業対策課長、

小林職業対策課長補佐、金澤特別雇用対策係長

品川公共職業安定所　　

髙野所長、松本雇用開発部長、中島港湾労働課長

４　議　題

（１）港湾労働法施行状況について
（２）その他
【小林職業対策課長補佐】　　おはようございます。ただいまより、第５期第２回東京地方労働審議会港湾労働部会を開催させていただきます。本日の部会の進行を務めさせていただきます、私は職業対策課長補佐の小林と申します。よろしくどうぞお願いいたします。

　議事に入ります前に、当審議会の運営に関しまして若干ご説明させていただきます。既にご案内のとおり、国の審議会は原則公開ということになっております。本日の部会も公開対象となっております。したがいまして、審議会の港湾労働部会は、傍聴ができること、それから議事録及び資料も公開の対象となっております。また、議事録における発言者の公開につきましてもすでにご承認されておりますので、発言者の公開がなされることとなります。あらかじめご承知おきいただきますようよろしくお願いをいたします。

　それでは、部会の開催にあたりまして、東京労働局職業安定部長の深井からごあいさつ申し上げます。

【深井職業安定部長】　　皆様おはようございます。ただいまご紹介いただきました東京労働局職業安定部の深井と申します。委員の皆様には日頃から甚大なるご支援をいただきまして誠にありがとうございます。また、皆様方には私ども職業安定行政の運営に対しまして日頃からご理解とご協力を賜りまして重ねてお礼申し上げます。月並みになりますが、私のほうから景気動向等につきましてご説明させていただきます。今週の月曜日２１日に政府から２月の月例経済報告が発表されました。景気については、持ち直しの動きがみられ、足踏み状態を脱出しつつある。しかし失業率が高水準にあるなど、依然として厳しい状況にあるというコメントでございましたけれども、景気の動きにつきましては明るい動きという内容になっておりました。
私どもが関係いたします東京の雇用失業情勢でございます。企業がいわゆる人材を募集する新規求人数でございますが、都内１７ハローワークの数字では、昨年の３月以降今年の１月まで１１ヶ月連続して対前年同月プラスになっております。前年同月というのが実は、リーマンショック以降の平成２１年との対比になります。単純に比較はできませんけれども、プラスになっているということは明るい材料と言えるかと思っております。都内１７ハローワークでございますけれども、東京の有効求人倍率については、１月分はまだ公表されておりませんが、0.75倍といわゆる仕事を探している方１人に対して数字上としては１つの求人が無いという厳しい状況であります。１７ハローワークに２５万人を超える方が仕事を探しておられるという厳しい状況であります。
　新聞報道等で皆様方もご存知かと思いますが、今、ハローワークで一番の重点項目となっておりますのは、新規学卒者の就職対策でございます。特に大学生につきましては、平成8年から調査を開始している内定率が過去最低の水準になっているということで、昨年緊急総合経済対策が打ち出され、全国の４７労働局に学生専門の支援をする「新卒応援ハローワーク」を立ち上げました。東京では、品川所六本木庁舎、多摩方面をカバーします八王子所、この２箇所に「新卒応援ハローワーク」を設置して学生の就職支援に取り組んでいるところでございます。学生は学校を卒業して夢と希望を膨らませて、社会に飛び出していくわけですが、その飛び出す先が無い、就職先が見つからないという状況になっております。本日は企業の経営をされている方もいらっしゃいますので、１人でも多くの学生に雇用の場の提供をいただければ幸いでございます。
　今日は港湾労働部会ということでご審議いただくわけでございますが、私から申し上げるまでもなく東京港は首都圏の流通拠点として、また国際貿易港としても大変重要な役割を担っております。私ども職業安定行政といたしましては、東京港で働く労働者の皆さんの雇用の安定と福祉の増進を図るということも使命でございます。関係機関とこれまで通り連携をとって、港湾労働法の遵守、雇用秩序の維持に向けた取り組みをさらに展開してまいりますので、引き続き皆様のご協力をよろしくお願いいたします。
　以上、簡単ではございますが、私からの開会の挨拶とさせていただきます。本日はどうぞよろしくお願いいたします。
【小林職業対策課長補佐】　　それでは続きまして、本日ご出席の各委員の皆様方をご紹介させていただきます。
　まず、公益代表委員からご紹介申し上げます。田付委員でございます。

【田付委員】　　田付でございます。よろしくお願いします。

【小林職業対策課長補佐】　　同じく高田委員でございます。

【高田委員】　　高田でございます。よろしくお願いいたします。

【小林職業対策課長補佐】　　同じく鬼丸委員でございます。

【鬼丸委員】　　鬼丸です。よろしくお願いします。

【小林職業対策課長補佐】　　同じく田村委員でございます。

【田村委員】　　田村です。よろしくお願いします。

【小林職業対策課長補佐】　　なお、太田委員におかれましては、本日所用により欠席でございます。

　次に、労働者代表委員をご紹介申し上げます。都澤委員でございます。

【都澤委員】　　都澤です。よろしくお願いいたします。

【小林職業対策課長補佐】　　次に池谷委員のご退任に伴い、新たに就任されました小林委員でございます。

【小林委員】　　小林です。よろしくお願いいたします。

【小林職業対策課長補佐】　　次に井上委員のご退任に伴い、新たに就任されました伊藤委員でございます。

【伊藤委員】　　伊藤です。よろしくお願いいたします。

【小林職業対策課長補佐】　　なお、菊池委員、日吉委員におかれましては、本日所用により欠席でございます。

【小林職業対策課長補佐】　　次に使用者代表委員をご紹介申し上げます。中山委員でございます。

【中山委員】　　中山でございます。よろしくお願いいたします。

【小林職業対策課長補佐】　　同じく城田委員でございます。

【城田委員】　　城田でございます。よろしくお願いします。

【小林職業対策課長補佐】　　同じく秋葉委員でございます。

【秋葉委員】　　秋葉です。よろしくお願いします。

【小林職業対策課長補佐】　　同じく永澤委員でございます。

【永澤委員】　　永澤です。よろしくお願いいたします。

【小林職業対策課長補佐】　　なお、山本委員におかれましては、本日所用により欠席でございます。

　次に、専門委員をご紹介申し上げます。関東運輸局東京運輸支局次長の山尾委員でございます。

【山尾委員】　　山尾です。よろしくお願いします。

【小林職業対策課長補佐】　　次に、東京都港湾局長の中井委員でございますが、本日所用により欠席のため代理で出席をいただきました港湾経営部経営課の吉岡福利厚生担当係長でございます。
【吉岡福利厚生担当係長】　　代理で参りました吉岡でございます。よろしくお願いいたします。

【小林職業対策課長補佐】　　なお、東京都産業労働局長の前田委員は本日所用により欠席でございます。

　次に、関係機関の職員を紹介申し上げます。財団法人港湾労働安定協会東京支部の荒井支部長でございます。

【荒井支部長】　　荒井でございます。よろしくお願いします。

【小林職業対策課長補佐】　　続きまして、事務局職員を紹介させていただきます。東京労働局職業対策課長の磯井でございます。
【磯井職業対策課長】　　磯井でございます。よろしくお願いいたします。

【小林職業対策課長補佐】　　同じく特別雇用対策係長の金澤でございます。

【金澤特別雇用対策係長】　　金澤でございます。よろしくお願いいたします。

【小林職業対策課長補佐】　　次に品川公共職業安定所の職員をご紹介させていただきます。髙野所長でございます。

【髙野職業安定所長】　　髙野でございます。よろしくお願いいたします。

【小林職業対策課長補佐】　　松本雇用開発部長でございます。

【松本雇用開発部長】　　松本でございます。どうぞよろしくお願いいたします。

【小林職業対策課長補佐】　　中島港湾労働課長でございます。
【中島港湾労働課長】　　中島です。よろしくお願いします。

【小林職業対策課長補佐】　　それでは、議事に入ります前に、お手元に配付してございます資料を確認させていただきます。お手元の方には会議次第、委員名簿、席次をご用意させていただいております。
　次に、配付資料１といたしまして、本日の審議会の規定集を参考までに配布、お示ししております。
　それから、配付資料２といたしまして「東京地方労働審議会港湾労働部会資料」ということで後ほど説明させていただきます統計資料をつけさせていただいております。以上が配布資料となっております。
　それでは、議事に入らせていただきます。これからの議事進行につきましては、田付部会長にお願いいたします。田付部会長よろしくお願いいたします。

【田付部会長】　　それでは議事を開始させていただきます。年に１度くらいしかみなさまとお会いする機会がないのですが、よろしくお願いいたします。まず、定数の報告をお願いいたします。
【小林職業対策課長補佐】　　はい。それでは、ご報告させていただきます。本日の委員の出席状況でございますが、１５名中１１名と、３分の２以上のご出席をいただいており、地方労働審議会令第８条の規定を満たしていることをご報告させていただきます。

【田付部会長】　　ありがとうございました。次に議事録の署名委員についてですが、労働者代表都澤委員、使用者代表中山委員、よろしいでしょうか。

（「はい」の声あり）

【田付部会長】　　よろしくお願いいたします。それでは事務局の方から港湾労働法の施行状況についてご説明をお願いします。
【磯井職業対策課長】　　職業対策課長の磯井でございます。それではお手元にございます資料２をご覧頂きたいと思います。常用港湾労働者の就労状況ということで提出してございますが、こちらの説明をさせていただきたいと思います。私からは資料の１ページの常用港湾労働者就労状況、及び２ページの東京港港湾労働者作業別就労状況についてご説明させていただきます。なお、目次の９ページ、平成２１年度港湾労働者派遣業務取扱状況及び、１０ページの平成２２年度港湾労働者派遣業務取扱状況につきましては、私の説明の後に財団法人港湾労働安定協会東京支部の荒井支部長よりご説明をお願いしたいと思っておりますので宜しくお願いいたします。
　それでは、まず１ページの常用港湾労働者就労状況をご覧ください。この表では、東京港で働く常用港湾労働者の就労状況を示しております。ここでいう常用港湾労働者は、すでにご承知かと思いますが、期間の定めなく雇用されている港湾労働者または２カ月を超える期間を定めて雇用されている港湾労働者をいいます。東京港におきましては、港湾荷役の許可を受けて営業している企業数は１４５社ございますが、この表はその企業に所属し、常用労働者として船内作業、沿岸作業、倉庫作業などの港湾荷役についている労働者の就労状況でございます。

　それでは、表の①月末現在有効者数をご覧いただきたいと思います。これは港湾荷役作業に従事する者はハローワークに届出をして、港湾労働者証の交付を受けまして、常時携帯のうえ作業を行っておりますが、その港湾労働者証を所持している常用労働者の人数でございます。これはこのとおり月別に平成２１年４月から表にございますが、平成２１年４月以降現在まで一貫して前年同月を上回っている状況でございます。一番下段の平成２２年１２月現在、４、５５９人となっているところでございます。
　次に隣の②の就労実人員をご覧いただきたいと思います。②の就労実人員とは、①でご説明しました港湾労働者証を所持する常用労働者のうち、実際に就労した人数でございます。毎月東京港におきましては、４千名前後の方が港湾作業に精励されております。就労実人員と有効者数に差がございますのは、港湾労働者証を所持していても実際その月に港湾荷役作業に従事していなかった方もいるためで、今年度の就労実人員の月平均は、一番下段にございますとおり３,９８５人となっておりまして、前年度と比較しますと、０.９％の増加となっているところでございます。
　続きましてその右隣の③「就労延数」でございます。港湾荷役の特徴でございます、波動性によりまして増減がございますが、月平均では７６,５１０人日で、前年度比３.１％の増加となっているところでございます。続きまして、一番右に飛びまして、⑦欄をご覧ください。こちらは一人当たりの平均就労日数になっており、月平均で一番下段にございますが１９.２日となっております。これは、平成２１年度と比較しますと若干でございますが０．４日増加となっているところでございます。
　なお、表にはございませんが港湾労働者雇用届内の生年月日によりまして、常用労働者の年齢別構成を見てみますと、平成２３年１月末現在、５０歳以上の占める割合が約３割となっております。一方、後継者として期待される若年層につきましては、３０歳未満の割合が約１５％となっている状況でございます。東京港における将来の担い手である若年者層の確保と育成も、港湾労働における課題であると思われます。このため、港湾労働者の雇用を安定させ、港湾労働が魅力あるものとすること、及び、技術革新の進展等、港湾労働を取り巻く環境の変化及び時代のニーズに対応した技能労働者の育成が急務となっているのではないかと思います。

　つづきまして、２ページをご覧ください。この表は東京港で働く港湾労働者の就労状況を示しております。一番左の①就労延数合計ですが、こちらは各雇用形態で働く労働者の合計でございます。その右の②から⑤の順に港湾労働者を雇用する際の優先順位となっているところでございます。毎回申し上げておりますとおり、港湾運送の分野におきましては、高度な技術・技能を有する労働者をより積極的に確保していく方策が求められております。港湾運送の業務に従事する労働者につきましては、常用雇用をし、計画的な教育訓練を行うことにより高度な技術・技能を有する労働者を育成していくことが重要でございます。そのために港湾労働者の雇用の安定や能力開発の向上を目的とする港湾労働法では、各事業主に雇用される常用労働者による作業を原則としているところでございます。また、港湾運送の波動性に対応した企業外労働力につきましては、まず港湾労働者派遣制度に基づく労働者派遣を活用していただき、必要な労働力を確保できない場合には、ハローワークの紹介による日雇労働者の雇い入れ、さらにその紹介が受けられない場合は、例外的に日雇労働者の直接雇用が認められているところでございます。
　平成２２年度の就労延数合計につきましては、９ヶ月分となりますが、７１１,９２８人日でございまして、これに対して、企業常用雇用労働者数が６８８,５９３人日と、全体の９６.７％を占めているところでございます。続きまして②の企業常用雇用労働者数につきましては、先にご説明申し上げました、１ページ③の就労延数と同じでございますが、全体として前年度比３.１％増加しております。
　一方、外部労働力といたしましては、③から⑤の合計が全体に占める割合というのは３.３％でございます。東京港における港湾作業は９６．７％と、かなり高い比率で企業内の常用労働者によって行われておりまして、港湾労働法が求める安定した雇用関係に基づいた健全な運営が一定程度定着していると私ども認識しているところでございます。
　外部労働力につきましては、ただいま全体の３.３％とご説明いたしましたが、１１ページの参考資料をお開きください。こちらは企業外労働力３．３％の内訳として、港湾派遣、安定所紹介及び直接雇用の占める割合をグラフ化したものでございます。ご覧いただいたとおり、直接雇用の割合が高く、各年度とも全体の８割から９割を占めておるところでございます。次にハローワークの紹介、そして港湾派遣労働者の順になっております。先ほどの繰り返しになりますが、常用労働者以外で作業する場合は、例外的に日雇労働者の直接雇用が認められているものでございます。こうした状況を踏まえまして、今後とも各事業主様に対して港湾労働者派遣制度の利用促進を積極的に働きかけてまいります。
　港湾派遣制度のこうした運営の状況、詳細につきましては、港湾労働安定協会東京支部の荒井支部長から後ほどご説明いただきます。なお、配付資料２の３ページから８ページはご説明申し上げた全作業の内訳でございます。船内、沿岸、はしけ、いかだ、船舶貨物整備作業、倉庫の就労状況になっておりますので、こちらは各委員の皆様には後ほどご覧いただければと思います。
　以上、今後も港湾労働法に基づきまして、東京港における雇用秩序の維持並びに港湾労働者の雇用の安定、港湾労働者の福祉の増進を図るという、趣旨の達成に向けて引き続き関東運輸局や東京都港湾局、港湾労働安定協会東京支部、事業主団体、労働組合など関係機関や団体と有機的な連携をとっていきたいと思っております。今後とも皆様のご協力をお願い申し上げ、私の説明とさせていただきます。ありがとうございました。

【田付部会長】　　どうもありがとうございました。続いて、荒井支部長お願いします。

【荒井支部長】　　雇用安定センターの荒井でございます。私のほうからは当安定センターで取り扱っております派遣の状況につきましてご説明させていただきます。
　配布資料２の９ページと１０ページになりますが、９ページは２１年度の取り扱い、１０ページは２２年度の取り扱いとなります。ここでは、１０ページの２２年度の数字を基に説明をさせていただきます。

　１０ページ中ほどより上の表は、２２年４月からの月別の取扱状況でございます。下の表は、年度別の月平均取扱状況でございます。項目につきましては、上の表も下の表も同じでございますが、まず上の表の平成２２年１２月の数字を左からご説明いたします。まず、事業所実数ですが、こちらは派遣元事業所数、すなわち派遣の許可を取っている事業所でございます。東京港には平成２２年１２月末現在１４５の店社がございます。その中で３５の事業所が派遣の許可を取っております。さらにそのうち２社が神奈川県で許可を取られておりますので、東京で許可を取られているのは３３事業所でございます。その右側にございます対象労働者数、これは３５の事業所で派遣労働の対象となっている方で、６９２名となっております。先ほど東京労働局の磯井課長の説明で常用港湾労働者数は４,５５９名とありましたが、その中の約１５％、６９２名が派遣対象労働者ということになります。前年の１２月が７０５名でしたので、１.８％の減少となっております。

　次の括りになりますが、この３つの項目は雇用安定センターにあっ旋申込、要するに求人申込をいただいた事業所等の状況でございます。求人事業所数が２２事業所、求人件数が７８７件、求人数が３,１８７名という状況でございます。なお、３,１８７名のうち、横浜港からの申し込みが約３４％、１,０９７名ございます。この求人を基にいたしまして、雇用安定センターでは派遣のあっ旋を行っているところでございますが、右の括りが、そのあっ旋状況でございます。先程のあっ旋申し込み７８７件、３,１８７名に対しまして、３８件８３名のあっ旋を行っております。東京の事業所だけでみてみますと、あっ旋申し込み数２,０９０名に対しまして、あっ旋成立が８３名ということで成功率は約４％となっております。
　次に派遣元事業所数つまり何社から派遣労働者を出したかということでございますが、これは４社でございます。４社から実人員３４名が延べ８３人日派遣されたということでございます。一番右側にありますのが、派遣先事業所数、つまり派遣労働者を受け入れた事業所数で４社となっております。下の表につきましても同じ項目で各年度別に月平均を記載しておりますので、後程ご覧いただきたいと思います。

　以上、簡単ではございますが、当雇用安定センターの派遣業務取扱状況につきまして説明させていただきました。よろしくお願いいたします。
【田付部会長】　　どうもありがとうございました。それでは、質疑やご意見ありましたらお願いします。

【都澤委員】　　私から言わないと、恒例のような感じなんだけども、申し上げたい。

　まず今、組合の方は、この春闘に取り組んでいる内容について若干申し上げたい。今、港湾労働法につきましては港湾労働者の雇用の安定、福祉の増進ということが謳われているわけであります。この港湾労働法というのは現在、六大港の適用になっております。この雇用の安定、福祉の増進というのになぜ六大港なのか、というようなことがありまして、我々と致しましてはこの港湾労働法というのは全国の港に適用すべきだと、そして、検数なども含めて、全職種を適用した港湾労働法に改定すべきだという事を決めまして、今、あらゆるところに働きかけていると、昨年は議会などの対策も含めてやってきましたし、今年もそのことでやっていきたいと思っております。これと同時に認可料金の復活、あるいは非指定港の指定港化。これは港湾運送事業者でなくても港で営業できるようなそういうような不法な港は問題なので、これを指定港化しろと、それからアスベストの救済対策、この４つが大きな政治課題で昨年来から今年の春闘も行ってます。また、もう一つは港湾法の改定問題が今、出ております。これはスーパー中枢港湾というのが国土交通省は失敗したと明確に言っているんですけれども、その失敗ということで今度は民の視点を取り入れて、港湾運営会社というのを作って、一元的にやっていこうということですけれども、我々とすればこれは効率性のみを追求することであって、この港湾法というのは港湾管理者の管理権を奪うというような問題を含んでおりますので、断固反対するという立場であります。そういう意味でこの５つの課題が、今年の春闘の大きなテーマとなりますので、場合によってはストライキも辞さないという構えで、この春闘を戦っていきますので、関係者の皆さんにもどうかこの港湾関係の状況を、是非ご理解願いたいなと、これが大きな取り組みになるんでちょっと申し上げてみました。その上に立って、今、この港湾労働法の施行状況では、健全な運営になっていると言っていますけれども、確かに９６％で、３．３％が日雇いということなので、この辺からすれば常用港湾労働者で、この東京港の港湾運営が行われているという意味からすれば健全だというふうにいっていると思うんですけれども、ただ３．３％の枠っていうのはこれは港湾労働法の施行以来、ほとんど変わっていない。これだけは私は毎年言っているんだけども、わずか３．数％だけれども、問題は変わっていない。どこが変わっていないかというと、今言ったように企業常用、これが第一バッターとすれば、第二バッターが企業派遣、第三バッターが職安の派遣、第四バッターが直接雇用と、ところが第一バッターは変わっていませんけれども、第二バッターが直接雇用になって、第三バッターが職安になって、そして企業常用派遣が一番最後だという点については、健全になっていないという事だけは指摘をしておきたいと思います。そこで、この実績を見ますと昨年の対前年比の１１月１２月を見ますと、直接雇用が減って、職安とか派遣が増えた。これは非常に良い傾向であります。そういう点でいえば、この傾向をより一層ひとつ努力願いたいなとちょっと申し上げておきます。それから人付きリースの話がありませんけれども、それもかなり減少してきていることについては、私も聞いていますし、この努力については行政又は業側の努力についても私は十分感謝しているわけではありますけれども、本来この人付きリースというのはやっぱり法に抵触する問題ですから、ですからこれからゼロにもっていくということの、なお一層の努力をやはり港湾秩序という問題からしましても、お願いしたいなということを申し上げておきます。もう一つは港湾倉庫の問題なんですが、港湾倉庫にかなりの直接雇用の方も含めて行っているとは思うんですけれども、しかしこの港湾倉庫というのは港湾運送事業者の職域であるわけです。いわゆる港湾貨物を１０％以上扱う倉庫は港湾倉庫としないといけない。ところがこの港湾倉庫には港湾運送事業者が入っていないとか、あるいはそこに港湾労働者が働いていないというのは、かなりあるわけです。ですから、これは業側のみなさんも料金問題があるんだけれども、やっぱりここはなんというか、ひとつの職域という立場で、ここを関係者が集まって、なんとかきちっとした職域として確保して港湾労働者がそこに従事できるような、そういうものをいろいろ関係者の努力でもって一層お願いをしたいなと思います。とりわけですね、青海の流通センター。ここが港の最先端にあります。コンテナヤードの中にあって、あそこの１階は港湾運送事業者が確かやっています。しかし、２階以上行くと、港湾運送事業者が営業していないわけです。みんな、派遣やいろんな人がいて、あの最先端に港湾労働者が働いていないというのは、これはちょっと秩序としていかがかなと思います。我々としては、これは業者の皆さんにも、港湾局のみなさんにも、ここはもうとにかく全部なくして、別のところに行く、移動したらどうかと。そのことによってですね、あそこのヤードがもっと広くなる、もっと効率的になるだろうと。しかも渋滞解消にもつながるんじゃないかと。あの青海流通センターというのは、港湾労働法から言っても、やっぱり秩序が乱れているんではないかという気がします。是非、ちょっと内陸の方に引っ込んでもらいたいなというのがあるので、ここは関係者のみんなの努力でもって、秩序の維持の問題、それから港のヤードの効率性の問題から言っても、これは関係者で一つあそこの問題の対策を是非願いたいなと、こういう風に思います。あと職安あるいは運輸局の管轄になると思うんだけれども、いわゆるＰＳカード、ポートセキュリティのカードの発行がもうじき行われます。これは全国でまず５千枚弱です。国が初め全部金を出して発行するんですけども、その中で、この直接雇用とか、職安の人たちのこのＰＳカードは、一体どうなるのかなと。港に入るときに、ＰＳカードを持っていない方は港で作業できないという問題になるので、この辺のＰＳカードはどうなっているのか。これは関東運輸局の支局の問題かもしれませんけれども、その点、もしわかっている範囲があれば教えてもらいたい。以上、私の方から質問など私の考え方を申し上げてみました。

【田付部会長】　　ご意見どうもありがとうございました。この件についていかがですか。
【磯井職業対策課長】　　今、都澤委員からご指摘、ご質問等いただいた件につきまして、私の方で答えられるところについて回答したいと思うのですが、まず、人付きリースの方につきましては、ご指摘のとおり依然として人付きリースの取扱いがございます。しかしながら、ご指摘のとおりゼロになればそれはいいのですが、年々減少ということになっておりまして、私ども努力しているところでございます。ゼロに向けてさらに努力して参りたいと思っておりますので宜しくお願いいたします。それからＰＳカードについては、私ども知りえている範囲内でございますけれども、港湾における保安対策を講ずる事が国際ルールという事になっておりまして、ターミナルゲートにおける出入管理かつセキュリティ水準の向上を図るためのＰＳカードの導入が行われているという事を聞いております。日雇労働者等の常用以外の方につきましては、ターミナルゲートにおいて写真入りの身分証明書で本人を確認したうえ、管理台帳の記入及び一時立ち入り許可証の発行・回収が必要になると聞いているところでございます。それから港湾倉庫についてでございますけれども、私どもで調査をしておりまして、適用になる倉庫については、港湾倉庫としての適用をさせていただいているところでございます。まだまだ調査の方が不十分というご指摘かと思われますが、これにつきましては、引き続き調査を行って参りたいと思っております。そして適正な適用に努めてまいりたいと思います。以上、私どもの方としてはよろしいでしょうか。
【田付部会長】　　青海のことはいかがでしょうか。
【中山委員】　　一応、都澤委員が言うように３階建て倉庫で、１階部分は港湾労働者でやっています。これは入出庫は１階部分を通してやらないとできないということで、上の方は正確にはわかりませんが、荷受した人が、お客さんの方でお入りになっているんです。全フロアではないかなと思うのですが。一応、港湾労働者としては１階フロアで対応しているということです。あとはあそこの場所がいろいろヤードの問題等から取り壊してみてはどうかというのは、取り壊しに、もしあたるとすれば担当もあるのでちょっとそれは私の方で答えることは。一応１階部分はそういう形で港湾労働者でやっているのは確かです。
【都澤委員】　　ただ、先ほど言ったようにね、ヤードをもっと広くして、効率よく使う。それから港湾労働法の秩序の問題からしたら、やはり問題であるという事は業側のみなさんもご理解できますか。その辺は共有できるのかっていうことですね。
【永澤委員】　　お金の問題ですよね。それをまず外に置いておけば都澤さんと考え方は同じ形になるかなと思います。
【都澤委員】　　共有できるわけだから、どうしようかっていうことはそれぞれ関係者でやっていこうということですよね。
【田付委員】　　立退き料の問題があるのでは。
【永澤委員】　　中山委員が言ったように諸々の問題が出てきます。
【都澤委員】　　これは港湾行政の責任も多少あると私は思っています。わかりました。

【田付委員】　　他にご意見ありますか。

【都澤委員】　　すいません。ポートセキュリティの日雇などの問題ですけれども、写真と本人証を見せることによってゲートが通れるようなシステムにするということですか。そうすると日雇の方々は写真とか本人証で、常用労働者は港湾労働者証を見せることで。でも日雇の人は持っていない。そういうようなものをどうやって持参させるんですか。
【山尾委員】　　その辺の詳細は十分に固まっていないです。
【都澤委員】　　固まっていない。
【山尾委員】　　固まっていません。不利にならない形で考えているところだと思います。
【都澤委員】　　決まりましたら宜しく。結構です。
【田付委員】　　他にこの際言っておきたいことがあれば。よろしゅうございますか。
【中山委員】　　青海について言うと、誤解の無いようにしておきたいのですが、基本的には長期契約に基づいてやっていることなので、いろいろ問題はあるとは思います。
【田付委員】　　他にはご意見ありますか。本日はどうもありがとうございました。
【小林職業対策課長補佐】　　田付部会長、委員の皆様方にはご審議いただきまして誠にありがとうございました。本日いただきました貴重なご意見につきまして、今後の港湾労働対策に反映させて参りたいと考えております。
　今後とも職業安定行政の運営につきましてご理解とご協力を賜りますようお願い申し上げまして、本日の部会を閉会させていただきます。皆様どうもありがとうございました。
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